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1. 背景

技術革新のスピードが速まり、経済のグローバル化が進展する今日において、「国

際標準化」の重要性が国内外で指摘されている。中でも、情報通信分野を中心に、ひ

*a 慶應義塾大学ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾒﾃﾞｨｱ･ｺﾝﾃﾝﾂ統合研究機構‡Research Institute for Digital Media and      
    Content(DMC), KEIO University

*b 慶應義塾大学ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾒﾃﾞｨｱ･ｺﾝﾃﾝﾂ統合研究機構‡Research Institute for Digital Media and      
    Content(DMC), KEIO University

￭  目   次  ￭



84  지식재산연구 제2권 제1호

とつの製品を製造するにあたって多数の技術の組み合わせが必要になるという、いわ

ゆる「生産における結合性」が増大することにより、技術要素間のインターフェース

を提供する役割を果たす「技術標準」の重要性は高まる一方である。政策的にも、研

究開発活動の成果を迅速に国際標準に結びつけることによって国際競争力を向上させ

ることが喫緊の課題として挙げられている。1)そのような状況の中、標準化のダイナ

ミズムを理解し、それに対して戦略的に取り組めるいわゆる「標準化人材」の必要性

が高まっている。しかしながら、現在の日本において標準化人材の数は少なく、質も

必ずしも高いとは言えないのが現状である。
本稿では、戦略的標準化人材育成の必要性と日本および諸外国における取組み、国

際組織ICESの取組み、慶應義塾大学デジタルメディア・コンテンツ統合研究機構（Ｄ
ＭＣ機構）2)における戦略的標準化人材育成プログラムの策定およびその実施につい

て述べる。

2. 標準化人材育成の必要性と日本における取組み

「標準化」の重要性が増大している昨今において、標準化のダイナミズムを理解

し、それに戦略的に取り組める「標準化人材」は、企業にとっても、国家経済にとっ

ても必要な人材である。国際的な標準化団体の会議等においてリーダーシップを発揮

しながら交渉に臨むことができる人材、や国家の標準化戦略を立案できる人材等の育

成は、個々の企業のみならず、国の産業競争力強化の観点からも急務といえる。その

ような状況の中、近年、日本政府は「標準化人材育成」に高い政策的優先順位を置き

始めている。2003年（平成15年）６月の総合科学技術会議意見具申「知的財産戦略に

ついて」3)では、①国の研究開発プロジェクト等における、研究開発、知的財産権取

得、標準化の一体的な推進、②産学官連携による戦略的な国際標準化活動の強化、③

1) 知的財産戦略本部「国際標準総合戦略」2006年12月6日

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/kettei/061206.pd

2) 慶應義塾大学デジタルメディア・コンテンツ統合研究機http://www.dmc.keio.ac.jp

3) 総合科学技術会議意見具申「知的財産戦略について」2003年（平成15年）6月19

http://www8.cao.go.jp/cstp/output/iken030619.pd
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標準化に関連するルールの明確化、人材の育成等の環境整備、を推進していくことが

示された。また、2003年（平成15年）より毎年策定されている、知的財産戦略本部の

「知的財産推進計画」4)においても、政府として国際標準化への支援、標準化に関す

る人材育成の取組みを奨励する方針が示されている。2006年12月には、知的財産戦略

本部より「国際標準総合戦略」5)が策定され、5つの柱の１つに「国際標準人材の育成

を図る」ことが盛り込まれた。さらに2007年6月には、「長期戦略指針『イノベーショ

ン２５』」が閣議決定され、「国際標準化活動の抜本的強化」が唱えられた。6)こう

した政策側の高い関心に対応すべく、例えば、財団法人日本規格協会7)においては、
国際標準化支援、国際会議参加支援、人材育成・研修、出前授業等の活動が開始され

ているが、今日に至るまで、産官学において戦略的な標準化人材育成のための具体

的・体系的な取組みはほとんど行われてこなかった。すなわち、標準化人材育成はＯ
ＪＴ形式で企業等における実務を通じて行われ、長年の経験に基づく暗黙知として標

準化実務経験者に蓄積されるのみで、標準化に関する知識の体系化・理論化、事例の

蓄積および分析は十分に行われてこなかったのである。このため、従来の大学等の教

育現場では、アドホックベースの単発の講義や、標準化実務経験者による事例の紹介

に教育内容が限定される状況となっていた。
そのような中でも、近年「標準化」の重要性が認識されてきたことを反映して、日

本の大学・大学院等において「標準化」に関する科目が、工学系や経営系の学科のカ

リキュラムに組み込まれ、標準化教育の重点化が見られるようになった点は注目され

る。8)

4) 知的財産戦略本部「知的財産推進計画2007」2007年（平成19年）5月31

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/keikaku2007.htm

5) 知的財産戦略本部「国際標準総合戦略」2006年12月6

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/kettei/061206.pd

6) 長期戦略指針「イノベーション２５」閣議決定　2007年6月1日

http://www.kantei.go.jp/jp/innovation/saishu/070601/kakugi1.pd

7) 財団法人日本規格協会http://www.jsa.or.jp

8) 日本大学・大学院等における「標準化」科目の設置例としては、以下の例が挙げら

れる 北陸先端科学技術大学大学院知識科学研究科「技術標準化論



86  지식재산연구 제2권 제1호

3. 諸外国における標準化人材育成の取組み

標準化人材育成の必要性については、近年、欧米等の他の諸外国においても同様の

問題意識が持たれ、その取り組みが本格化されつつある。例えば、米国では、ANSI

(米国企画協会)という米国内における国家標準の制定と促進を行っている団体が、
2000年に「National Standards Strategy for the United States」という米国の国家標準化

戦略の記述の中で「標準設定の価値をより明確に認識するためにも、公共機関や民間

機関における主要意思決定者に対し、標準の価値に関する教育を行う必要性がある」
と指摘している。黒川(2005)9)によると、米国では米国商務省及び国立標準技術研究所

（National Institute of Standards and Technology :NIST）等が標準化活動や人材育成に

取り組んでおり、民間からの提案と議会の主導により政策が決まっていくのが一般的

な米国においても、「標準化」は国の関与が大きい分野であると指摘されている。

http://www.jaist.ac.jp/gakusei/kyoumu/syllabus/K424.htm 早稲田大学大学院 国際情報

通信研究科「国際標準と情報通信作業

http://www.obi.giti.waseda.ac.jp/CIOWEB/html/japanese/cio_it_4_kiso.html# 情報セ

キュリティ大学院大学「国際標準化とガイドライン

http://www.iisec.ac.jp/syllabus/2005/syllabus_23.htm 東京農工大学大学院 技術経
営科「標準化戦略論http://www.tuat.ac.jp/~rmmot/cgi‐bin/sy/f/K1W1T7R1C39.pd

奈良先端科学技術大学院大学 情報科学研究科 学際領域特論「標準化

http://210.188.206.246/Naist 千葉大学工学部　標準化人材育成講座「電気・電子・情報

分野の標準化教育http://mms.hike.tu.chiba‐u.jp/pc 関西学院大学　専門職大学院経営戦略研

究科　「ビジネスソリューションとしての標準化」（経済産業省委託事業・日本規格協

会寄附講座http://www.meti.go.jp/press/20070309005/business‐p.r.pd 国士舘大学　総合知

的財産法学研究科「国際標準化戦略論」「国際標準化と法」http://law‐
openweb.law.kokushikan.ac.jp/chizai/lecture.htm

9) 黒川利明，「国際標準を担う人材育成について」，科学技術動向，文部科学省科学
技術政策研究，2005年月号
http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/stfc/stt051j/0506_03_feature_articles/200506_fa01/2005

06_fa01.htm
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カナダでは、カナダ規格協会（Canadian Standards Association :CSA）及びカナダ標

準局（Standard Council of Canada :SCC）が中心となって、カナダ標準戦略の重要戦

略の一環として人材教育を取り上げている。
欧州では、欧州委員会（The European Commission）の中の企業総局（Enterprise and 

Industry DG）において、標準化活動が重要な政策と捉えられ、例えば、欧州の大学と

のネットワークの構築等を行い、標準化に関連したコースを設けている欧州の大学の

カタログをウェブサイトに掲載して、標準化人材育成・標準化教育の支援等を行って

いる。10)さらに、EURAS(The European Academy for Standardization)という学会組

織11)がドイツのハンブルグを本拠として設立され、標準化教育・人材育成に関する研

究等が盛んに行われている。
アジアでは、韓国が標準化教育に対して積極的に取り組んでおり、韓国規格協会

（Korean Standard Association）の民間標準チームが標準化教育を推進している。具体

的には2005年度、33大学において標準に関するコースが設置され、「Future Society 

and Standards」という共通の教科書が編纂され講義で活用された。さらに2006年6月に

は「第１回Standards Education Seminar」が韓国規格協会の主催で開催されている。
その他複数国による取組みとしては、欧州の大学と、中国、インドネシア、スリラ

ンカ、ベトナムにおける大学とが共同して標準化教育カリキュラムを作成する試み

「Asia Link Project」12)も実施された。以上のように、欧米・アジア等の諸外国におい

ても、標準化人材育成の必要性が認識され、多くの取組みがなされている。

4．国際標準を担う人材育成に関する国際組織ICES
（International Committee for Education about 

Standardization）の取組み
　

10) European Commission, Academicstandardizatio Network 

khttp://ec.europa.eu/enterprise/standards_policy/academic_network/index.ht

11) ＥＵＲＡＳ(European Academy for Standardization)http://www.euras.org

12) Asia link Projechttp://www.asia‐link‐standardisation.de
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欧米及びアジアを中心とした「標準化人材育成」の取組みが進む中で、2006年2月に

は、国際標準を担う人材育成に関する国際組織であるICES（International Committee 

for Education about Standardization）が設立され、第1回の会議が東京にて開催され

た。第1回会議には、日本、中国、韓国、オランダ、シンガポール、アメリカの6カ国

から13名の標準化人材育成に取り組む有識者が出席し、「The Future of Global 

Education in Standardization」というテーマで議論が行われた。13)2007年2月には、第2

回会議ICES2007がオランダのデルフト（Delft）にて開催され、11カ国、38名、24組織

が参加した。
今後の予定としては、2008年2月に米国Gaithersburgにある標準技術研究所（NIST: 

National Institute of Standards and Technology）においてICES2008の開催が決定してお

り、ICESによる活動は、国や標準化団体の枠組みを超えた形で「標準化人材育成」に

関わっているメンバー・組織間の情報共有および議論の場として、今後もさらに重要

な意義を持つと考えられる。14)

5．慶應DMC機構における戦略的標準化人材育成プログラムの策定

慶應義塾大学ＤＭＣ機構では、国家的にも喫緊の課題である標準化人材育成の要請

に対応すると同時に、デジタルコンテンツに関わる国際的人材育成の一環として、デ

ジタルメディア・コンテンツ技術の情報通信技術分野の標準化や知的財産権の知識に

卓越し、国際的にも通用する次世代の標準化人材の育成に取り組むべく、2005年度よ

り「戦略的標準化人材育成プロジェクト」を立ち上げ、戦略的標準化人材育成プログ

ラムの策定に取り組んでいる。

(1) 本プログラムが目指す標準化人材像

本プログラムは、①学際的視点、技術的視点、実務的視点といった複眼的な視点を

持ちながら、明確な分析フレームワークの下、多様な文脈に柔軟に対応でき、標準設

13) ICES2006http://www.euras.org/ices.ht

14) 黒川利明、「ICESの設立と現状」、画像電子学会年次大会予稿集、p139‐14
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定プロセスにおいて戦略的な意思決定の出来る人材、②研究開発戦略や標準化戦略、
そして知的財産権戦略との関連性を十分に認識し、研究開発の段階から知財問題･標準

化問題を統合的に捉えられる人材、③近年の標準化を取り巻く環境の変化や標準化競

争のダイナミズムを理解し、場合によっては自らゲームのルール自体を変えられる人

材、④大学院修士課程・博士課程において、技術、法律、経済、経営、政策等の基礎

的な専門性を身につけた上で、標準化に関する基本的な知識や体系を習得し、将来的

に企業等で中核となって標準化を推進できる基盤的人材、以上の人材像を目指した標

準化人材育成プログラムである。

(2) 戦略的標準化人材育成プログラムの策定

ＤＭＣ機構では、以下の４つの原則に基づいて、戦略的標準化人材育成プログラム

の策定及び教材開発等に取り組んでいる。

 1) 学際的教材開発・コース設計

標準化を分析する上で重要なのは、何を（標準化される対象）、誰によって（標準

設定主体）、いつ（標準設定のタイミング）標準化するのかということに加え、その

標準化が状況付けられた技術的、商業的、法律的、規制政策的文脈に依存するという

ことを認識することである。本プログラムでは、これらの文脈を理解し、標準化関連

の情報･知識を統合しながら標準化に‘戦略的に’取り組める人材の育成を目指す。この

ため、工学、経営学、経済学、法学、情報科学、公共政策、政治学、国際関係学な観

点で書かれた国内外の標準化関連の先行文献を整理･統合した学際的教材の開発に取り

組んでいる。
 2) モジュール基盤の教材開発・コース設計

ＤＭＣ機構では、実務の単なる事例紹介やアドホックベースの講義教材等とは一線

を画した形で、学際的観点から標準化の関連知識を理論化・体系化した上で、モ

ジュール基盤の教育カリキュラムの作成を目指している。標準化教育に対するニーズ

は、ロースクール、ビジネススクール、MOT（技術経営）といった教育プログラムの

其々の教育目標によって多様である。そこで、多様なニーズを反映した標準化教育を

実施するためには、モジュール基盤の標準化教材開発･コース設計が有効である。この

ようにモジュール方式の採用によって、教育カリキュラムの特定のニーズ（＝アーキ
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テクチャー）に基づく、柔軟なモジュール構成・コース設計が可能となる。
 3) デジタル技術の活用による教材開発・コース設計

標準化教育においては、デジタルメディア技術の活用によって教育の効果が大きく

増大する可能性がある。本プログラムでは、既存の教室での実証講義に加え、e‐
Learningをはじめとするデジタル技術を活用した混合教育（Blended Learning）を通

じ、教育効果の最大化を目指している。
 4) 緊密な国際連携による教材開発・コース設計

標準化人材育成を担う標準化教育に国際的な関心が集まっている。そこで、ＤＭＣ
機構では例えば、前述のAsia Link Projectをはじめ、標準化教育に取り組んでいる海外

の研究･教育機関と緊密な連携体制を構築しながら、標準化教育コースの設計や教材開

発を行うことで、世界レベルの標準化教育の実現を目指す。

(3) 標準化人材育成プログラムにおける構成モジュール例

戦略的標準化人材育成プログラムの構成モジュールとして、以下のものが例として

挙げられる、①標準化の概念・標準／標準化の定義、②標準と標準化の様々な側面、
③標準／標準化の分類、④標準化設定の時期による分類、⑤標準化組織の分類、⑥標

準化のメリット・デメリット、⑦ＥＵにおける標準化と標準化政策、⑧米国における

標準化と標準化政策、⑨日本における標準化と標準化政策、⑩標準化と知的財産、⑪
標準化組織のパテントポリシー、⑫パテントプール・プラットフォーム、⑬標準化と

競争政策、⑭標準化と適合性評価、⑮フォーラム型標準化、⑯デファクト型標準化、
⑰標準化とユーザー、等である。これら各モジュールについて用語解説・教材の作

成、e‐learning教材（図１）の作成等の作業を進めている。

(4) 標準化人材育成プログラム実証講義事例

ＤＭＣ機構では、策定した標準化人材育成プログラムの実証講義として、2006年12

月～2007年3月にかけて、日本弁理士会知財ビジネスアカデミー15)において、企業知財

部の弁理士、知財担当者、標準化実務担当者、官庁にて知財関連業務に携わる者、計

12名を対象に「標準化検討ゼミ」（3時間×全６回）を実施した（図２）。カリキュラ

15) 日本弁理士会知財ビジネスアカデミーhttp://www.jpaa.or.jp/ipba/index.html
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ムとしては、①標準・標準化の本質／標準化のメリット・デメリット、②標準化方式

の比較分析（デジュール型、デファクト型、コンソシアム型）、③標準化と知的財

産、④標準化とパテントプール、⑤ケーススタディⅠ、⑥ケーススタディⅡ、という

構成で、外国および国内関連文献通読の事前課題、ゼミ形式のインタラクティブな討

論等を通じて実証講義を実施した。「標準と標準化の本質について理解し、急変する

標準化環境の中で戦略的な思考を身につけること」を講義目標として設定し、ゼミ内

の自由な意見交換による創発的な学習に重点を置き、講師は議論の問題提起、概念化

に注力した形を採用した。実証講義では、其々の専門性を有した受講生同士による各

テーマについての議論を通じて、互いの標準化に関する知識･経験知を共有し、その概

念化・体系化を行うといった試みがなされ、今後の本プログラムの開発・バージョン

アップに資する成果が得られた。

6. おわりに

ＤＭＣ機構では、大学・大学院レベルの教育から、企業に勤務し、社内の研究開発

部門、知的財産部門、渉外部門、法務部門などにおいて、標準化に関する業務に携

わっている人材、または今後携わる予定の人材が、日本企業全体の「標準設定力」の

底上げに貢献できるようになるための標準化人材育成プログラムの策定を引き続き目

指す。また、常に国際的な標準化教育の進捗を把握し、国際的視野を持ちながら本プ

ログラムの策定を進める予定である。
以　上
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図１：戦略的標準化人材育成プログラムe‐learning教材

図２：日本弁理士会知財ビジネスアカデミー「標準化検討ゼミ」



諸外国及び日本における標準化人材育成への取組み  93

Ab stra ct

재외국 및 일본의 표준화 인재육성 정책

                                     

              
 上條 由紀子

金 正勲

   최근 기술혁신 속도가 빨라지고 경제의 글로벌화가 진전되면서 「국제표준화」의 중

요성이 국내외에서 인식되고 있다. 이러한 상황에서 표준화의 다이나미즘(dynamism)을 

이해하고 전략적으로 대응할 수 있는 소위 「표준화인재」의 필요성도 높아지고 있다. 

하지만 현재 일본의 표준화인재는 많지 않을 뿐만 아니라 질적인 면에서도 높다고 할 수 

없는 상황이다.  본 글에서는 전략적 표준화인재육성의 필요성과 일본 및 해외의 대처, 

국제조직ICES의 활동, 게이오대학 디지털 미디어·컨텐츠통합연구기구(DMC기구)에서 하

고 있는 전략적 표준화인재육성 프로그램의 책정 및 그 실시에 대해서 알아보았다. 

   최근, 일본 정부는 「표준화인재육성」에 정책적으로 높은 우선순위를 두기 시작하였

다. 또한 종합과학기술회의 의견보고인 「지식재산전략에 대해서」에서도 ①국가 연구 

개발 프로젝트 등에서의 연구 개발, 지식재산권 취득, 표준화의 일체적인 추진, ②산관학 

연계를 통한 전략적인 국제표준화 활동의 강화, ③표준화와 관련된 룰의 명확화, 인재의 

육성 등 환경정비를 추진하고 있다. 
   이처럼 정책적 측면의 높은 관심에 대응하기 위한 예로 재단법인 일본규격협회에서는 

국제표준화 지원, 국제회의 참가 지원, 인재육성·연수 등의 활동을 실시하고 있다. 그러

나 대부분의 산관학에 있어서는 전략적인 표준화인재육성을 위한 구체적이고 체계적인 

대처가 이루어지지 않고 있다. 
   게이오대학의 DMC기구에서는 국가적으로도 중요한 과제인 표준화인재육성에 대응함

과 동시에 디지털 컨텐츠에 대한 국제적 인재육성의 일환으로써 정보통신기술분야 표준

화나 지식재산권의 지식에 탁월할 뿐 아니라 국제적으로도 통용되는 차세대 표준화인재

의 육성에 적극 참여하고 있다. 이의 일환으로 2005년부터 「전략적 표준화인재육성 프

로젝트」를 추진하여 전략적 표준화인재육성 프로그램을 실시하고 있다. 
   본 프로그램은 ①학제적 시점, 기술적 시점, 실무적 시점과 같은 복합적인 시점을 가
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지고, 명확한 분석 프레임워크 아래 다양한 상황에서 유연한 대처가 가능하며, 표준설정 

프로세스에서 전략적인 의사결정을 할 수 있는 인재, ②연구 개발 전략이나 표준화전략, 
지식재산권 전략과의 관련성을 충분히 인식하고, 연구 개발 단계부터 지식재산 문제·표
준화 문제를 통합적으로 포착할 수 있는 인재, ③최근 표준화와 관련된 환경의 변화나 

표준화 경쟁의 다이나미즘(dynamism)을 이해하고, 경우에 따라서는 스스로 게임의 룰 

자체를 바꿀 수 있는 인재, ④대학원 석·박사과정에서 기술, 법률, 경제, 경영, 정책 등의 

기초적인 전문성을 익힌 후 표준화에 관한 기본 지식이나 체계를 습득하고, 장래에 기업 

등에서 핵심적 인물이 되어 표준화를 추진할 수 있는 기반 인재 등과 같은 인재상을 목

표로 하는 표준화인재육성 프로그램이다.




